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株式会社 Onono Corporation 及び株式会社 Onono Village との 

業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、2026年 8月 13日開催の取締役会において、株式会社 Onono Corporation及

び株式会社 Onono Village（以下、両社を総称して「Onono社」といいます。）との間

で、食品製造・飲食事業に関する業務提携を行うことについて決議し、同日付で契約を

締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

１．業務提携の理由 

当社グループは、複数ブランドによる食品製造事業及び飲食事業を展開しており、中

期的な成長戦略の一環として、国内事業に加え海外市場における自社製品の販路開拓を

進めております。 

Onono社は、モンゴル国において日本食品の輸出、現地小売チャネルへの配荷、広

告・PRの企画実行及び店舗運営を一体で手掛けており、同国において複数の日本ブラン

ドの導入実績を有しております。 

このたび、当社の連結子会社であるワイエスフード株式会社のラーメン製品について、

Onono社が有する現地流通網及び販売促進機能を活用することにより、効率的な市場性

の検証と販路の構築が可能であると判断し、本業務提携に至りました。 

 

 

２．業務提携の概要 

（１）対象製品 

「山小屋からの贈り物 豚骨ラーメン１食」その他当社グループが指定する製品 

（２）対象地域 

モンゴル国（カザフスタン共和国その他の地域への展開については、今後 Onono社と

協議してまいります） 

（３）提携の内容 

① モンゴル国における試食会等のマーケティング活動の実施 

② 現地コンビニエンスストア等におけるテスト販売 



③ 現地小売事業者及び外食事業者に対する販路開拓 

④ 現地における商品認知形成のための広告・PR活動 

⑤ 現地における販売動向及び消費者反応に関する情報の収集 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１）株式会社 Onono Corporation 

(1) 名称 株式会社 Onono Corporation 

(2) 所在地 東京都港区海岸三丁目 7番 18号 ALTO-B1002 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 小野 竜介 

(4) 事業内容 日本食品等の輸出及び卸売、海外市場における販売支援 

(5) 資本金 1,000,000円 

(6) 設立年月日 2021年 7月 21日 

(7) 大株主及び持株比率 小野 竜介 95％／その他 5％ 

(8) 当社との関係 資本関係：該当事項はありません。 

人的関係：該当事項はありません。 

取引関係：該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況：該当事項はありません。 

(9) 最近３年間の経営成

績及び財政状態 

相手先の要望により、非開示とさせて頂きます。 

 

（２）株式会社 Onono Village 

(1) 名称 株式会社 Onono Village 

(2) 所在地 東京都港区海岸三丁目 7番 18号 ALTO-B1002 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 小野 竜介 

(4) 事業内容 海外店舗における販売支援、プロモーションの企画・実行 

(5) 資本金 31,000,000円 

(6) 設立年月日 2025年 5月 13日 

(7) 大株主及び持株比率 株式会社 Onono Corporation 90％ 

Yield Technology投資事業有限責任組合 10％ 

(8) 当社との関係 資本関係：該当事項はありません。 

人的関係：該当事項はありません。 

取引関係：該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況：該当事項はありません。 

(9) 最近３年間の経営成

績及び財政状態 

相手先の要望により、非開示とさせて頂きます。 



 

４．日 程 

（１）取締役会決議日  ：2026年 8月 13日 

（２）契約締結日   ：2026年 8月 13日 

（３）現地マーケティング活動開始 ：2026年 10月（予定） 

（４）テスト販売開始    ：2026年 11月（予定） 

 

５．今後の見通し 

本業務提携が 2027 年 3月期の連結業績に与える影響は軽微であります。今後、テス

ト販売の結果を踏まえ、本格的な販路の拡大及び対象地域の拡張について検討してまい

ります。当社の業績に重要な影響を及ぼす事象が発生した場合には、速やかに開示いた

します。 

 

以 上 


